
温泉エネルギー活用加速化事業（うち温泉発電設備補助事業）実施要領 

 

１ 目的 

  この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付 

要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第 031001006 号、環地温発第 0310010 

02 号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第２ 

号アに掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖

化対策の強化と温泉発電の自立的かつ速やかな普及を図ることを目的とする。 

 

２ 事業の実施方法等 

（１）対象事業の要件 

   本事業では、温泉の熱を用いて発電を行う設備を整備する事業であり、以

下の全ての要件を満たすものを対象とする。 

  ⅰ）その全部又は一部が浴用に供されている温泉の全部又は一部の水・蒸気

を熱源流体として用いるものであること。 

ⅱ）温泉施設においては、温泉法（昭和２３年法律第１２５号。以下「法」

という。）第１５条の規定による温泉の利用許可を受けたものであるこ

と。ただし、法第１５条の適用を受けない施設においては、この限りで

ない。 

ⅲ）利用する温泉は、平成２４年４月１日時点において現にゆう出している

ものであり、かつ、法第１４条の２の規定による温泉の採取許可を受け、

又は法第１４条の５の規定による可燃性天然ガスの濃度の確認を受けて

採取されているものであること。 

 

ⅳ）固定価格買取制度による売電を行わないものであること。 

ⅴ）発電機や周辺設備に用いられている熱媒体が漏洩しないための措置がと

られていること。特に、京都議定書第二約束期間の対象ガスである代替

フロンを用いる場合にあっては、十全の措置がとられていること。 

（２）維持管理 

   導入した設備は、事業主体の責任の下で適切な維持管理が講じられ 

るものであること。 

（３）温室効果ガス削減量の把握等 

   補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。 

   また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する 

  こと。 

（４）事業報告書の提出 

補助事業者は、補助事業に係る設備の使用開始の日からその年度の３月末

までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績、温室効果ガ

スの削減量及び波及効果等を毎年度取りまとめた事業報告書を様式第１に

より作成し、当該年度の翌年度の４月３０日までに大臣に提出するものと

する。 



 様式第１（温泉エネルギー活用加速化事業（うち温泉発電設備補助事業）の事

業報告書の作成例） 

平成○年度温泉エネルギー普及加速化事業（うち温泉発電設備補助事業） 

の事業報告書 

 

平成○年○月○日 

事業者名 

事業代表者の職・氏名 

 

１．事業の名称 

  ○○○事業 

 

２．事業の概要 

 

３．事業の実績 

 【当該年度に実施した設備整備、改善点等について、その効果等も併せて記

載する。また、発電電力量を記載する。】 

 

４．温室効果ガスの削減量 

 【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、算定方

法及び算定根拠と併せて記載する。】 

 

５．事業性の評価 

 【光熱水費削減量、費用対効果を踏まえ、今後の事業収支見込み等、事業性

についての評価を記載する。】 

 

６．今後の取組 

 【翌年度以降の取組予定について、設備設置周辺地域の意見も踏まえつつ、

有望性や課題を含めて記載する。】 

 

７．事業による波及効果 

 【事業実施による同業他社等への波及効果や当該事業者における同様

の設備導入に関する状況を、できるだけ具体的に記載する。】 

 

【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイ 

 ント程度、フォントは自由とする。】 

 

【罫線は削除して差し支えない】 

【ページ番号を付す】 

附 則 



この実施要領は、平成２４年４月５日から施行する。 


